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←第3四半期の場合、「第３四半期まで」と表記

１．営業の概況 

（1）営業成績及び財産の状況の推移 

         期 別 

区 分 

第 57 期 第 58 期 第 59 期 第 60 期 

2022 年度  

(令和 4 年度) 

2023 年度 

(令和 5 年度) 

2024 年度 

(令和 6 年度) 

2025 年度 

(令和 7 年度) 

収 入 手 数 料（千円） 475,332 488,450 634,286 697,764 

経 常 利 益（千円） 7,246 10,391 50,215 30,478 

当 期 純 利 益（千円） △17,240 9,766 49,590 19,127 

１株当たり当期純利益  （円） △28.73 16.27 82.65 31.87 

総 資 産（千円） 1,500,526 1,411,250 1,423,755 1,423,866 

純 資 産（千円） 888,982 898,749 948,339 967,467 

２．会社の概況 

(1) 主要な事業内容 

当期中下記主要な事業内容に変更はありませんでした。 

大阪国際空港において、ハイドラント式給油施設による航空燃料の貯蔵・保管等の事業を行う。 

(2) 主要な営業所 

当期中下記主要な営業所に変更はありませんでした。 

名  称 所 在 地 

本   社 東 京 都 港 区 元 赤 坂 

空港事業 所 兵庫県伊丹市西桑津 

(3) 従業員の状況 

当期中の従業員の状況は下記のとおりであります。 

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

21 名 － 44.1 歳 18.7 年 

(4) 株式の状況 

当期中下記株式の状況に変更はありませんでした。 

① 発行可能株式総数     ２，４００，０００株 

② 発行済株式総数        ６００，０００株 

③ 株主数                  ３名 
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第4四半期報告書

④大株主の状況 

株主名 

当社への 

出資状況 

持株数 

マイナミホールディングス㈱ 444,600 株 

ＡＮＡホールディングス㈱ 143,400 株 

(5) 取締役及び監査役 

当期中の取締役及び監査役は下記のとおりであります。 

地  位 氏 名 
他の法人の代表者等又は 

重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 社 長 南  宏 和   

取 締 役 会 長 南  友 和 マイナミホールディングス㈱ 代表取締役社長 

取 締 役 白 石 浩 二   

取 締 役 山 口 博 澄   

取 締 役 本 田 武 志   

監 査 役 目 羅 輝 和   

（本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨て、比率その他については

四捨五入により表示しております。） 
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（単位：千円）

科　目 科　目

    資　 産 　の 　部     負 　債　 の　 部

Ⅰ.流　動　資　産 401,828 Ⅰ.流　動　負　債 209,167

現 金 及 び 預 金 292,481 １年内返済長期借入金 92,500

売 掛 金 67,472 賞 与 引 当 金 9,687

貯 蔵 品 6,380 修 繕 引 当 金 75,000

そ の 他 の 流 動 資 産 35,494 そ の 他 の 流 動 負 債 31,980

Ⅱ. 固　定　資　産 1,022,037 Ⅱ.固　定　負　債 247,231

1.有形固定資産 523,008 長 期 借 入 金 46,250

建 物 ・ 構 築 物 395,763 退 職 給 付 引 当 金 200,981

その他の有形固定資産 48,013

土 地 79,232 負 債 合 計 456,398

    純  資  産  の  部

2.無形固定資産 13,618 Ⅰ.株　主　資　本 967,467

ソ フ ト ウ ェ ア 13,618 　1. 資    本    金 100,000

　2. 資 本 剰 余 金 200,000

3.投資その他の資産 485,410 　3. 利 益 剰 余 金 667,467

投 資 有 価 証 券 203,538

差 入 敷 金 保 証 金 98,077

そ の 他 の 投 資 183,795

純 資 産 合 計 967,467

資 産 合 計 1,423,866 負 債 純 資 産 合 計 1,423,866

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表
2025(令和7)年 12月 31日現在

金　額 金　額
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（単位：千円）

697,764

683,387

14,377

19,430

3,329

30,478

10,726

19,752

625

19,127

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

損　益　計　算　書

2025(令和7)年1月1日から2025(令和7)年12月31日まで

科　　　目 金　　　額

収 入 手 数 料
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（単位：千円）

　当期首残高 100,000 200,000 648,339 948,339 948,339

　当期変動額

　当期純利益 19,127 19,127 19,127

　当期変動額合計 - - 19,127 19,127 19,127

　当期末残高 100,000 200,000 667,467 967,467 967,467

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書

2025(令和7)年1月1日から2025(令和7)年12月31日まで

株　主　資　本

純資産
合計

資本金 株主資本合計
その他

資本剰余金
利益

剰余金
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個　別　注　記　表
2025(令和7)年1月1日から2025(令和7)年12月31日まで

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

移動平均法による原価法 

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

3. 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 ············· 有形固定資産の減価償却の方法は定額法によっております。 

4. 引当金の計上基準 

賞与引当金 ··············· 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。 

修繕引当金 ················ 設備等の修繕に備えるため、今後の計画に基づき計上しております。 

退職給付引当金 ········· 退職給付引当金は、従業員に対する退職金支給に備えるため自己都合退職

による期末要支給額を計上しております。また、役員分も含まれておりま

す。 

5. 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。 

6. リース取引の処理 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理を行っております。 

Ⅱ. 株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 当事業年度末における発行済株式数   600,000 株 

2. 当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

該当なし 

3. 当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

該当なし 
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監査役監査報告書謄本

１.監査の方法及びその内容

２.監査の結果

①

②

大阪ハイドラント株式会社　　　　　　

監 査 役　　目羅　　輝和     印  　 

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認めます。

2026(令和8)年2月17日

監　査　報　告　書

　私、監査役は、2025(令和7)年1月1日から2025(令和7)年12月31日までの第60期

事業年度の取締役の職務の執行を監査いたしました｡その方法及び結果につき以

下のとおり報告いたします｡

　私、監査役は、当社及び親会社の取締役、従業員、その他の者と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その

他重要会議に出席し、取締役及び従業員等からその職務の執行状況につき必

要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所

において業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当

該事業年度に係る事業報告について検討いたしました。

　さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記

表）及びその附属明細書について検討いたしました。

(1)事業報告書等の監査結果

事業報告書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

取締役の職務執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。
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